










③中海の「藻」の活用 

《現状》 

○海藻刈りによる栄養塩循環システムの構築、海藻農法による農業再生プロジェクト、

住民参加型イベントの開催のほか、藻の産業利用に係る成分分析や海藻肥料の施用効

果検証等の調査研究等を実施。 

 ○事業者の取り組みの成果により、海藻肥料を使って日野町で栽培された米が平成２７

年秋から境港市の学校給食に使用されたり、秋の新嘗祭の献穀米とされるなど、注目

されてきている。 

《今後の取組》 

○引き続きＮＰＯと両県が連携しながら、肥料化に向けた技術確立や回収コスト及び製

造コストの削減、販路の拡大とブランド力アップを推進。 

１ 目  的 

かつて肥料や食用加工品として採取されていた海藻を「未利用資源」ととらえ、新し

い産業へ結びつける。海藻を回収し湖外へ搬出することにより水質浄化につなげるとと

もに、有機肥料などの原材料として使用することで、水質浄化と産業創出を兼ね備えた

資源循環の仕組みを構築する。 

２ 平成２７年度取組概要 

○海藻刈りによる栄養塩循環システム自立支援事業（鳥取県・島根県両県連携） 

○旧加茂川藻刈り体験事業（鳥取県） 

○海藻肥料の施用効果検証（鳥取県） 

○海藻農法による農業再生プロジェクト（海藻農法普及協議会） 

○藻の回収等住民参加型イベント（認定ＮＰＯ法人自然再生センター） 

３ これまでの取組状況 

【海藻刈りによる栄養塩循環システムモデル構築事業：両県連携事業】 

・認定ＮＰＯ法人自然再生センター（島根）、海藻農法普及協議会（鳥取）に委託し実

施。H23 は 343 トン、H24 は 295 トン、H25 は 275 ﾄﾝを回収し利活用業者へ引き渡し。 

・H26 から補助金制度に事業を改め継続実施。340 トン回収。 

【海藻農法による農業再生プロジェクト：鳥取県】 

  ・海藻農法導入農家 50 農家、導入耕地面積 40ｈa 以上。野菜市、セミナー・説明会開

催。通販サイトの立ち上げ等を実施。 

  ・H26 は海藻農法普及協議会にて海藻農法によるブランド化の取組を推進。 

【藻の回収参加型イベント：島根県】 

  ・H23 からは藻刈り体験、水環境学習会、中海の幸の試食会等を実施。H23 約 30 名、

H24 約 50 名、H25 約 70 名の参加。 

 ・H26 からは認定ＮＰＯ法人自然再生センターの自主事業として実施。上記取組に加え、

海藻肥料で育てたサツマイモの芋ほり体験を実施。約 30 名参加。  

【旧加茂川藻刈り体験事業：鳥取県】 

  ・H23.7 の「クリーンアップ in 加茂川 2011」に、市民、各種団体等の 200 名が参加。 

以後毎年実施。 

【調査研究：両県】 

  ・藻の分布・現存量調査、成分分析を実施し、両県行政担当者とＮＰＯ法人との意見

交換を実施。今後も必要に応じて実施。 

【藻の利活用】
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【海藻肥料の施用効果検証：鳥取県】 

  ・H23、24 白ネギ、トマト、サツマイモへの施用効果を検証 

 ・H25～  水稲で施用効果を検証中 

＜主な関係主体＞ 

鳥取県（生活環境部、農林水産部、西部総合事務所） 

島根県（環境生活部、農林水産部）  

海藻農法普及協議会、NPO 法人未来守りネットワーク 

認定 NPO 法人自然再生センター、中海自然再生協議会 

ほか 
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④「中海エシカルフード」の開発・提供 

《現状》 

○かつて地域の食文化を形成していた特徴ある「中海産」食材の復活に向け、まずは「啓

発・ＰＲや養殖試験」を中心とした取り組みを展開している。 

《今後の取組》 

○中海水産資源の回復、中海食材の安定供給と提供を図るため、引き続き NPO、両県、

関係市との連携を図り、各種取り組みを推進。

１ 目  的 

かつて中海で多く水揚げされ、地域の食文化を形成していた中海の各種水産物を使っ

たメニューを開発し、食文化を復活させること等により、中海産の恵みを循環利用する

取り組みを進めるとともに、環境意識の醸成を図る。 

２ 平成２７年度取組概要 

○中海食材の提供 

 ・秋から中海の海藻を原料とした肥料を使って日野町で栽培した「海藻米」を境港市

の学校給食で提供。 

○中海食材の開発等 

・スジアオノリの養殖・加工、伝統食文化伝承（ゴズの昆布巻き） （ＮＰＯ） 

 ・中海産オゴノリ入りクッキー、スジアオノリ入りようかんの販売 （民間事業者） 

・サルボウガイ復活への取り組み （島根県、松江市、中海漁協） 

 ・アサリのカゴ養殖（島根県、中海漁協） 

・ウナギの稚魚放流（松江市、中海漁協）

３ これまでの取組状況 

【海食材の提供】 

・H23 島根県庁食堂で中海の食材を使ったメニュー案を策定。 

・第 2 回中海会議から、中海食材を使った料理を提供し試食（赤貝めし弁当、スズキ

の昆布締め等） 

・H24 年大会から「中海 OWS」参加者へ、中海食材を使ったアサリ汁等の料理を提供。 

【中海食材の開発に関連する取組】 

○スジアオノリの養殖・加工 

 ・松江市本庄小学校の児童等を対象に、ＮＰＯ法人が主体となってアオノリの収穫、

板アオノリ作りなどの体験学習を実施。 

○民間事業者による中海食材の加工品販売 

 ・松江市内のパン店で中海のオゴノリを練り込んだクッキーを販売。販売額の一部は

NPO に寄附され、中海の環境改善等に役立てられる。 

 ・道の駅本庄でスジアオノリ入りようかんを販売 

○アカガイ（サルボウ）復活への取り組み 

・島根県が種苗の生産や養殖方法などについて技術的に支援。 

 ・中海漁協が水中にぶら下げる形でのカゴ養殖試験を実施。 

  H25 年度から 試験販売。H26 年度は 2.7t まで増産され、H27 年度は 5t の生産を目

指している。 

  価格は、市価の 3倍程度であるが売れ行きは好調。低コスト化が課題。 

【食文化】

エシカル（ethical）という用語は、「倫理的な」「道徳的な」という意味だが、

最近は「地球環境や社会に配慮している」という意味で使用。
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○伝統食文化伝承 

 ・松江市意東小学校の児童を対象に NPO 法人が主体となって、地元住民の協力のもと

「ゴズの昆布巻き」作りの体験学習を実施。 

 ・食文化の伝承を図ることを目的に、調理方法を DVD 等に記録保存。 

＜主な関係主体＞ 

ＮＰＯ法人中海再生プロジェクト（鳥取） 

認定ＮＰＯ法人自然再生センター（島根） 

                     鳥取県（元気づくり総本部、西部総合事務所） 

                     島根県（環境生活部、農林水産部、政策企画局） 

松江市、境港市、中海漁協  ほか 

スジアオノリの収穫
アカガイの煮付け
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１９ ○ＫＯＤＯＭＯラムサール〈中海・宍道湖〉全国湿地交流の開催（H20.2.9～11） 

２２ ○ラムサール条約登録５周年記念イベント 

・「中海・宍道湖を知る・学ぶ展(松江会場)」（H22.9.30～10.10） 

・「次世代へつなぐ豊かな恵み(シンポジウム)(米子会場)」（H22.10.30） 

○北東アジアこども交流 (韓国・チャンウォン市から招聘)(H22.10.9～10.11) 

２３ ○ラムサール条約リレーシンポジウム（H23年から島根・鳥取が連携実施 年５回シリ
ーズ） 

○こどもラムサール全国湿地交流の開催（H23.10.8～10.10）  

⇒谷津干潟、豊岡、琵琶湖から中海に招聘し交流 

２４ ○こどもラムサール交流・派遣 

・谷津干潟での交流（H24.9.15～9.16） 

・「豊岡」条約登録に併せ、豊岡を訪問して交流（H24.10.06～10.07） 

○ラムサール条約リレーシンポジウム（年５回シリーズ テーマ「食」） 

２５ ○こどもラムサール交流・派遣 

 ・琵琶湖での交流（H25.8.22～8.23） 

 ・谷津干潟及び豊岡等のこども達を宍道湖へ招待し交流（H25.11.9～11.10） 

○ラムサール条約リレーシンポジウム（年間５回シリーズ テーマ「恵み」） 

２６ ○こどもラムサール交流・派遣 

 ・佐賀県東与賀のこども達が米子水鳥公園を訪れ交流（H26.4.5～4.6） 

 ・佐賀県東与賀干潟での交流（H26.7.26～28） 

○賢明な利用（ワイズユース） 

・ 中海海開きイベント（H22～）／NPO 法人未来守りネットワーク 

米子市大崎にて、44 年ぶりの海開きイベント「きれいになった海で泳がいや」

を開催。子供たちが水質改善を体感。 

・ 中海オープンウォータースイム（H23～）／中海 OWS 実行委員会 

NPO 中海再生プロジェクトが、スローガン「10 年で泳げる中海」を NPO 活動 10 

年目に実現。オープンウォータースイミングは 2008 年北京五輪から正式種目にな

った競技。 

・ 海藻刈りによる栄養塩循環システムモデル構築（H23～）／両県、認定ＮＰＯ法人

自然再生センター、海藻農法普及協議会 

中海の未利用資源の活用策として、海藻を循環利用する仕組みの構築に取り組ん

でいる。水質浄化効果に加え、循環サイクルにより漁業者、農家、企業、NPO、

地域住民など、幅広い人々の関わりが生まれ、利活用の促進にも効果がある。

・ その他、各種団体において行う中海の利活用のとおり、環境・学習、食、スポー

ツ、イベントなど、幅広い分野での利活用が進んでいる。 

＜主な関係主体＞ 

鳥取県（生活環境部）、島根県（環境生活部） 

中海・宍道湖・大山圏域市長会 ほか 












